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参 考 



１ 

舞鶴市入札監視委員会条例旧新対照表 

旧 新 

(所掌事務) (所掌事務) 

第2条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 第2条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

 (3) 市が発注した建設工事における入札及び契約の手続に係る再

苦情の申立て(入札及び契約の手続に関する苦情の申立てについ

ての回答を不服として、再度苦情を申し立てることをいう。)に

ついて審議を行うこと。 

(3) その他市が発注した建設工事における入札及び契約の手続に

ついて審議を行うこと。 

(4) その他市の入札及び契約の手続について審議を行うこと。 

(意見の具申) (意見の具申) 

第7条 委員会は、市が発注した建設工事における入札及び契約の手

続に関し、改善すべき点等があると認めたときは、市長に意見の具

申を行うことができる。 

第7条 委員会は、市の入札及び契約の手続に関し、改善すべき点等

があると認めたときは、市長に意見の具申を行うことができる。 

2 （略） 2 （略） 

    改正附則 

  この条例は、公布の日から施行する。 

 



２ 

舞鶴市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例旧新対照表 

旧 新 

別表第2(第3条、第3条の2、第4条、第5条、第6条関係) 別表第2(第3条、第3条の2、第4条、第5条、第6条関係) 

地

区

整

備

計

画

の

名

称 

計

画

地

区

の

名

称 

ア イ ウ エ オ 

建築してはならない建

築物 

建築

物の

容積

率の

最高

限度 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築物の外壁

等の面から敷

地境界線まで

の距離の最低

限度 

建築物の高さ 

(ア) (イ) (ア) (イ)(ウ) 

距離 適用除

外の建

築物 

最高

限度 

最低

限度 

階段

室等

の高

さの

特例 

東

舞

鶴

駅

周

辺

地

区 

A

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(へ)項

第5号又は(と)項第4

号に掲げる建築物 

(2) 風俗営業等の規

制及び業務の適正化

等に関する法律(昭

和23年法律第122号。

以下「風営法」とい

う。)第2条第1項第1

号、第2号、第5号又

は第6号に該当する

営業の用に供する建

築物 

  都市

計画道

路三条

通線、

東舞鶴

駅北口

交通広

場又は

東舞鶴

駅南口

交通広

場に接

する敷

地につ

い て

都 市

計画道

路三条

通線、

東舞鶴

駅北口

交通広

場又は

東舞鶴

駅南口

交通広

場に接

する敷

地でこ

れに面

外壁

等の壁

面線を

越えな

いで建

築する

場合に

お い

て、ポ

ーチそ

の他こ

れに類

する建

築物の

部 分

  7m

。た

だ

し、

附属

建築

物で

平家

建て

のも

のに

つい

ては

この

限り

12m 

地

区

整

備

計

画

の

名

称 

計

画

地

区

の

名

称 

ア イ ウ エ オ 

建築してはならない建

築物 

建 築

物 の

容 積

率 の

最 高

限度 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築物の外壁

等の面から敷

地境界線まで

の距離の最低

限度 

建築物の高さ 

(ア) (イ) (ア)(イ) (ウ) 

距離 適用除

外の建

築物 

最高

限度 

最低

限度 

階段

室等

の高

さの

特例 

東

舞

鶴

駅

周

辺

地

区 

A

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(へ)項

第5号又は(と)項第4

号に掲げる建築物 

(2) 風俗営業等の規

制及び業務の適正化

等に関する法律(昭

和23年法律第122号。

以下「風営法」とい

う。)第2条第1項第1

号から第3号までに

該当する営業の用に

供する建築物 

(3) 都市計画道路三

  都市

計画道

路三条

通線、

東舞鶴

駅北口

交通広

場又は

東舞鶴

駅南口

交通広

場に接

する敷

地につ

い て

都 市

計画道

路三条

通線、

東舞鶴

駅北口

交通広

場又は

東舞鶴

駅南口

交通広

場に接

する敷

地でこ

れに面

外壁

等の壁

面線を

越えな

いで建

築する

場合に

お い

て、ポ

ーチそ

の他こ

れに類

する建

築物の

部 分

  7m

。た

だ

し、

附属

建築

物で

平家

建て

のも

のに

つい

ては

この

限り

12m 



３ 

旧 新 

(3) 都市計画道路三

条通線、東舞鶴駅北

口交通広場又は東舞

鶴駅南口交通広場に

接する敷地について

は、建築物の1階部分

を住居のみの用途に

供するもの 

は 、

250m2 

する建

築物の

1 階 部

分の道

路境界

線 ( 地

区計画

の計画

図 ( 以

下「計

画図」

と い

う。)2

に表示

する部

分に限

る。)ま

での距

離1.5m 

で、当

該部分

の水平

投影の

前面道

路に面

する長

さを敷

地の前

面道路

に接す

る部分

の長さ

で除し

た数値

が 5 分

の 1 以

下で、

かつ、

高さが

5m以下

である

もの 

でな

い。 

B

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(へ)項

第5号又は(と)項第4

号に掲げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

    都 市

計画道

路東舞

鶴駅南

口中央

線に接

    7m

。た

だ

し、

附属

建築

12m 

条通線、東舞鶴駅北

口交通広場又は東舞

鶴駅南口交通広場に

接する敷地について

は、建築物の1階部分

を住居のみの用途に

供するもの 

 

は 、

250m2 

する建

築物の

1 階 部

分の道

路境界

線 ( 地

区計画

の計画

図 ( 以

下「計

画図」

と い

う。)2

に表示

する部

分に限

る。)ま

での距

離1.5m 

で、当

該部分

の水平

投影の

前面道

路に面

する長

さを敷

地の前

面道路

に接す

る部分

の長さ

で除し

た数値

が 5 分

の 1 以

下で、

かつ、

高さが

5m以下

である

もの 

でな

い。 

B

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(へ)項

第5号又は(と)項第4

号に掲げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

    都 市

計画道

路東舞

鶴駅南

口中央

線に接

    7m

。た

だ

し、

附属

建築

12m 



４ 

旧 新 

項第1号、第2号、第5

号又は第6号に該当

する営業の用に供す

る建築物 

(3) 都市計画道路東

舞鶴駅南口中央線に

接する敷地について

は、建築物の一階部

分を住居のみの用途

に供するもの 

する敷

地でこ

れに面

する建

築物の

1 階 部

分の道

路境界

線 ( 計

画 図 2

に表示

する部

分に限

る。)ま

での距

離1.5m 

物で

平家

建て

のも

のに

つい

ては

この

限り

でな

い。 

C

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(へ)項

第5号又は(と)項第4

号に掲げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

項第5号又は第6号に

該当する営業の用に

供する建築物 

              

D

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(へ)項

第5号又は(と)項第4

              

項第1号から第3号ま

でに該当する営業の

用に供する建築物 

(3) 都市計画道路東

舞鶴駅南口中央線に

接する敷地について

は、建築物の一階部

分を住居のみの用途

に供するもの 

する敷

地でこ

れに面

する建

築物の

1 階 部

分の道

路境界

線 ( 計

画 図 2

に表示

する部

分に限

る。)ま

での距

離1.5m 

物で

平家

建て

のも

のに

つい

ては

この

限り

でな

い。 

C

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(へ)項

第5号又は(と)項第4

号に掲げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

項第2号又は第3号に

該当する営業の用に

供する建築物 

              

D

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(へ)項

第5号又は(と)項第4

              



５ 

旧 新 

号に掲げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

項第5号又は第6号に

該当する営業の用に

供する建築物 

(3) 法別表第2(ち)項

に掲げる建築物 

E

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(に)項

第5号又は第6号に掲

げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

項第5号、第6号、又

は第8号に該当する

営業の用に供する建

築物 

(3) 法別表第2(ほ)項

第2号、(へ)項第2号

若しくは第5号又は

(と)項第3号若しく

は第4号に掲げる建

築物 

(4) 青少年の健全な

育成に関する条例施

行規則(昭和56年京

都府規則第4号)第4

条第1項第1号から第

3号までに定める営

        15m   5m 

号に掲げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

項第2号又は第3号に

該当する営業の用に

供する建築物 

(3) 法別表第2(ち)項

に掲げる建築物 

E

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(に)項

第5号又は第6号に掲

げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

項第2号、第3号又は

第5号に該当する営

業の用に供する建築

物 

(3) 法別表第2(ほ)項

第2号、(へ)項第2号

若しくは第5号又は

(と)項第3号若しく

は第4号に掲げる建

築物 

(4) 青少年の健全な

育成に関する条例施

行規則(昭和56年京

都府規則第4号)第4

条第1項第1号から第

3号までに定める営

        15m   5m 



６ 

旧 新 

業の用に供する建築

物 

F

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(に)項

第5号又は第6号に掲

げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

項第5号、第6号、又

は第8号に該当する

営業の用に供する建

築物 

(3) 青少年の健全な

育成に関する条例施

行規則第4条第1項第

1号又は第2号に定め

る営業の用に供する

建築物 

        15m   5m 

西

舞

鶴

駅

前

地

区 

  次に掲げる建築物

(風営法第2条第1項第1

号、第2号、第5号又は

第6号に該当する営業

の用に供するものを除

く。)以外の建築物は建

築してはならない。た

だし、公共公益上やむ

を得ないものについて

はこの限りでない。 

(1) 店舗又は飲食店 

  500m2       7m

。た

だ

し、

附属

建築

物で

平家

建て

のも

のに

12m 

業の用に供する建築

物 

F

地

区 

次の各号に掲げる建

築物 

(1) 法別表第2(に)項

第5号又は第6号に掲

げる建築物 

(2) 風営法第2条第1

項第2号、第3号又は

第5号に該当する営

業の用に供する建築

物 

(3) 青少年の健全な

育成に関する条例施

行規則第4条第1項第

1号又は第2号に定め

る営業の用に供する

建築物 

        15m   5m 

西

舞

鶴

駅

前

地

区 

  次に掲げる建築物

(風営法第2条第1項第1

号から第3号までに該

当する営業の用に供す

るものを除く。)以外の

建築物は建築してはな

らない。ただし、公共

公益上やむを得ないも

のについてはこの限り

でない。 

(1) 店舗又は飲食店 

  500m2       7m

。た

だ

し、

附属

建築

物で

平家

建て

のも

のに

12m 
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旧 新 

(2) 事務所 

(3) ホテル 

(4) 展示場 

(5) 劇場、映画館その

他これらに類するも

の 

(6) アスレチックク

ラブ、フィットネス

クラブその他これら

に類するもの 

(7) 自動車車庫、駅舎

(8) 公共用歩廊 

(9) 住宅。ただし、建

築物の1階部分を専

用住宅の用に供する

ものを除く。 

(10) 前各号の建築物

に附属するもの 

つい

ては

この

限り

でな

い。 

大

波

下

地

区 

  次の各号に掲げる建

築物 

(1) 事務所、店舗その

他これらに類するも

のでその用途に供す

る部分の床面積の合

計が3,000m2を超え

るもの 

(2) ボーリング場、ス

ケート場、水泳場そ

の他これらに類する

        15m     

(2) 事務所 

(3) ホテル 

(4) 展示場 

(5) 劇場、映画館その

他これらに類するも

の 

(6) アスレチックク

ラブ、フィットネス

クラブその他これら

に類するもの 

(7) 自動車車庫、駅舎

(8) 公共用歩廊 

(9) 住宅。ただし、建

築物の1階部分を専

用住宅の用に供する

ものを除く。 

(10) 前各号の建築物

に附属するもの 

つい

ては

この

限り

でな

い。 

大

波

下

地

区 

  次の各号に掲げる建

築物 

(1) 事務所、店舗その

他これらに類するも

のでその用途に供す

る部分の床面積の合

計が3,000m2を超え

るもの 

(2) ボーリング場、ス

ケート場、水泳場そ

の他これらに類する

        15m     



８ 

旧 新 

運動施設でその用途

に供する部分の床面

積の合計が3,000m2

を超えるもの 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎 

(5) 法別表第2(ほ)項

第2号若しくは第3号

又は(ぬ)項第1号に

掲げる建築物 

(6) 危険物(法別表第

2(と)項第4号に規定

する危険物をいう。)

の貯蔵又は処理に供

する建築物で、その

用途に供する部分の

床 面 積 の 合 計 が

3,000m2を超えるも

の又は当該危険物の

数量が政令第130条

の9の表準住居地域

の欄に定める数量を

超えるもの 

(7) 風営法第2条第1

項第5号、第6号若し

くは第8号又は第5項

に該当する営業の用

に供する建築物 
 

運動施設でその用途

に供する部分の床面

積の合計が3,000m2

を超えるもの 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎 

(5) 法別表第2(ほ)項

第2号若しくは第3号

又は(ぬ)項第1号に

掲げる建築物 

(6) 危険物(法別表第

2(と)項第4号に規定

する危険物をいう。)

の貯蔵又は処理に供

する建築物で、その

用途に供する部分の

床 面 積 の 合 計 が

3,000m2を超えるも

の又は当該危険物の

数量が政令第130条

の9の表準住居地域

の欄に定める数量を

超えるもの 

(7) 風営法第2条第1

項第2号、第3号若し

くは第5号又は第5項

に該当する営業の用

に供する建築物 
 

    改正附則 



９ 

旧 新 

  この条例は、公布の日から施行する。 

 


